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ランの要素を ” marketing plan” という用語を用いずに ”significant control or 
assistance（重要な管理または援助）” と表現しているが，これはカリフォル
ニア州フランチャイズ投資法の ”prescribed marketing plan（規定されたマーケ
ティングプラン）”と非常に類似したものであるとされる（10）。一方でカリフォ
ルニア州フランチャイズ関係法のフランチャイズの定義では，”prescribed 
marketing plan” の代わりに，”community of interest” が用いられている。すな
わち，カリフォルニア州フランチャイズ関係法ではコミュニティオブインタ
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だけでトレードマークのライセンスは十分であるとされている（18）。カリフォ
ルニア州のガイドライン（State of California Guidelines for Determining 
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一　JJCO. INC. v ISUZU MOTORS AMERICA, INC （2009 WL 1444103）
＜事案の概要＞














































支払うことを要求されるフィー」と定義されている。Wright-Moore Corp. v. 






























（Communications System Licensing Fee）
この対価に対しては，ハワイ州ではなく他の州の判例が検討されている。
具体的には下記の判例である。































Day Distrib. Co. v. Nantucker Allserve, Inc., No.07-1132. 2008 WL 2945442 at 6 











 Walkins & Son Pet Supplies v. Iams Co., No. 94-70379, 1995 WL 871235 at 4 




TLMS Motor Corp. v. Toyota Motor Distrib., No. 95-1180, WL 182475, at 5 














（2）Schultz v. Onan Corp., 737 F.2d 339 （8th Cir.1984）
本判決では，旅費，宿泊，飲食その他の通常のビジネスのための開発資
金はフランチャイズフィーではないとされた。



















































二　The GOLD REFINERY, LLC v. ALOHA ISLAND GOLD, LLC, Civil No. 
11-0522 SOMl-RLP. Feb. 15, 2012 （2012 WL 518396 （D. Hawai’i））
＜事案の概要＞
本件はマルチまがい商法に関する事案である。
原告 The GOLD REFINERY, LLC（以下，TGRとする）と被告 ALOHA 
ISLAMD GOLD, LLC（以下，Aloha Islandとする。）は，金（Gold）の買取
－ 40－
りと再販売を行っていた。被告 Timasと被告 Wardは Aloha Islandを組織し
ていた。





人を Independent Agentsと呼び，さらに TGRは Independent Agentsの勧誘し
た者を地位の低い junior Independent Agentsとし，手数料を稼いでいた。
2010年 9月 15日に被告 Timas と被告 Ward は Aloha Island が TGRの
Independent Agentsになることの合意をした。
しかし，被告 Timas と被告Wardの主張によれば，TGRはサボタージュ
を続けたために，2ヶ月後，被告 Timas と被告 Wardは TGRとの関係を解
消することとした。これに TGRの他の Independent Agentsも賛同した。サ
ボタージュとは，例えば，TGRは頻繁に被告 Aloha Islandをしばしば難詰




合意（independent contractor agreements）を結んだ。このため，Aloha Islandは，
この間，TGRと金の販売で競合することになった。さらに，TGRは
Independent Agentsが Aloha Islandとの仕事関係を続けるのであるならば，訴
え を 提 起 す る と の 文 書 を Aloha Island の Independent Agents と junior 
Independent Agentsへ送ったため，彼らの junior Independent Agentが金の販売
に関するビジネスをやめてしまった。この結果， Aloha Islandの Independent 
Agentsは何週か分の利益を失うこととなった。
























（93） Aloha Island は Bad Faith（H.R.S. §482-E-6（1）），Failure to Provide or File Offering 





































三　PRIM LIMITED LIABILITY COMPANY v. PACE-O-MATIC, INC, Civil 
No. 10-617 SOM/KSC. Dec. 14, 2012, 2012 WL 6553819 （D. Hawai’i）
＜事案の概要＞








2010年 10月頃に Primと Pace間に本契約の排他的条項に関して紛争が発
生した。




















































Paceと Prim間でなされた配給合意（Distribution Agreement）には Primに
Paceの製品の配給を許している。しかし，これは Paceのトレードマークの
使用とは関係がない。
－ 46－
3　フランチャイズフィーについて
裁判所は真実の卸売価格で商品を購入することはフランチャイズフィーで
はないことから，Primは Paceにフランチャイズフィーを支払っていないと判
断をしている。Primは Paceのファイルを購入したことがフランチャイズ
フィーを構成する支払であるとは証明できなかったためである。すなわち，
Paceには何の利益となるマージンも無かったし，ファイルの費用が Paceにお
いて回復できない費用であると構成する証拠は無かったためである。
＜本判決の分析＞
本件もフランチャイズ契約の存在が認められなかった事例である。本件
契約は，第 4章で検討したフランチャイズの構成要素のうち，（1）トレー
ドマークの要素，（2）フランチャイズフィーの要素がなく，単なるゲーム
の配給契約であり，フランチャイズ契約からはほど遠いものであったとい
える。
第二節　本章のまとめ
以上，3つの判例を検討したが，ハワイ州におけるフランチャイズの紛争
は，原告被告間で結ばれた契約がフランチャイズ契約かどうかについて争
われている。ハワイ州フランチャイズ投資法におけるフランチャイズの定
義では，コミュニティオブインタレストの定義が採用されており，フラン
チャイズを幅広く捉えようとしている。しかしながら，これらの裁判例では，
フランチャイズの存在が否定されている。これは，フランチャイズ加盟店
を保護するという目的でフランチャイズ投資法は制定されているものの，
フランチャイズとはいえない契約における加盟店を保護することはできな
いとの姿勢が示されているといえる。すなわち，ハワイ州ではフランチャ
イズとは何かが模索されているといえるのではないだろうか。
アメリカ合衆国ハワイ州におけるフランチャイズ契約の定義（2・完）
－ 47－
第 6章　結びに代えて
第 1節　本稿のまとめ
本稿では、ハワイ州のフランチャイズに関する法状況について紹介と分
析を試みた。
第 1章で示した通り、フランチャイズ発祥の地であるアメリカ合衆国に
おいて、フランチャイズビジネスは成長を続けている。この状況はハワイ
州でも同じであり、フランチャイズビジネスは巨大産業になっている。
第 2章で示した通り、ハワイ州ではフランチャイジー保護のためにフラ
ンチャイズ投資法が制定されているが、これはアメリカ合衆国内における
フランチャイズ立法の動きと同じくしている。
第 3章で日本のフランチャイズの定義を示した後で、第 4章ではアメリ
カ合衆国のフランチャイズの定義を検討した。第 4章で示した通り、アメ
リカ合衆国におけるフランチャイズの定義は、マーケティングプランの定
義とコミュニティオブインタレストの定義の 2種類に別れる。FTC開示規
則ではマーケティングプランの定義が採用されているが、ハワイ州フラン
チャイズ投資法におけるフランチャイズの定義では、コミュニティオブイ
ンタレストの定義が採用されている。
第 5章で示した通り、ハワイ州におけるフランチャイズに関する裁判事
例では、紛争となったビジネスがフランチャイズであるかどうかが争われ
ている。すなわち、ハワイ州では「どのようなビジネスがフランチャイズ
になるか」が争われており、フランチャイズの定義についてのルールが模
索されているといえる。
－ 48－
第 2節　フランチャイズとは何か？
第 3章で示した通り、日本におけるフランチャイズの定義はほぼ確立し
たものといえるが、新しい動きが巻き起こっている。
2014年 3月、岡山県労働委員会は、フランチャイズチェーン本部とフラ
ンチャイズ契約を締結している加盟者（加盟店主）を労働組合法上の労働
者であるとした。そして、当株式会社セブン－イレブン・ジャパンに対し
て加盟店主で組織するコンビニ加盟店ユニオン（労働組合）との団体交渉
に応じるように命令したのである。
岡山県労働委員会は「フランチャイズ契約が、加盟店主とその家族の生
活に直結するものであることに照らすと、加盟店主に労働組合法上の労働
者性を認め、本件フランチャイズ契約の内容、条件等に関する事項について、
会社との交渉の場を開くことが肝要と考える次第である。」としている。す
なわち、フランチャイズ契約は労働契約となる可能性がみえてきているの
である。
さらに、2015年 4月 16日に東京都労働委員会がファミリーマートにファ
ミリーマート加盟店ユニオンとの団体交渉を命じている。ファミリマート
加盟店の店主は労働組合法上の労働者であると判断されているのである。
民法（債権法）改正の中間試案そして改正要綱案には、フランチャイズ
契約は盛り込まれなかったが、わが国においてもフランチャイズとは何か
が、すなわち、フランチャイズの定義が再び議論になる可能性が出て来た。
わが国ではフランチャイズ契約の中に労働契約の考えまでをも含む新しい
フランチャイズの概念が誕生しつつある。
フランチャイズを定義するにあたり、フランチャイズの定義を確立しよ
うとするハワイ州の動きは参考になるはずである。今後、ハワイ州を含む
アメリカ合衆国の動きに注目しつつ、わが国の新しいフランチャイズ概念
動きについて分析を試みることを約して筆を置く。
